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CO2 低減を加速する
自動車用大エネルギー容量キャパシタの研究開発動向
　今後の CO2 低減や省エネルギーを推進する上で、高出力でかつ大エネルギー容量を保
持する蓄電システムへの社会的要求はますます強くなってきている。蓄電システムには、
電気エネルギー貯蔵・放出の際に電極における電気化学反応を伴うリチウムイオン電池
（LIB）のような二次電池と、物理的なイオンの吸脱着から電気エネルギーを主として得
るキャパシタがある。キャパシタとしては、以前は電気二重層キャパシタが中心であった。
　最も過酷な使用環境にあるといえるプラグインハイブリッド自動車や電気自動車などの
駆動主電源として、キャパシタはまだ本格的に使用されていない。キャパシタには二次電
池では得られない長所として、高出力密度・高速充放電特性による大きな負荷変動への高
い応答性や、充放電繰返し寿命の長さ、安全性・信頼性の高さなどがあるが、短所として
二次電池に比べてエネルギー密度が低いという大きな欠点がある。したがって、キャパシ
タの研究開発は主に大エネルギー容量を目指して行われており、その方法は電極材料の大
静電容量化とセルの高作動電圧化に大別される。当面の有力候補として注目されるのは、
負極に LIB の電極を用いるハイブリッドキャパシタとしてのセル構造を持つリチウムイ
オンキャパシタ（Lithium Ion Capacitor：LIC）である。LIC は、出力密度や充放電繰返
し寿命なども従来の電気二重層キャパシタと同等であり、自己放電が小さくて安全性も高
く、高温特性にも優れる。
　さらに、キャパシタのエネルギー密度を二次電池並みに向上させるには、セル構成材料
の構造解析や、組成分析に基づく電気化学的解析・評価などによって電荷蓄積メカニズム
を解明していく研究開発が近道であろう。長所である特性を維持したままで、エネルギー
密度が二次電池と同等以上のキャパシタが実現できれば、自動車における制動エネルギー
の回生や駆動主電源への適用の他、様々な産業機械分野にも蓄電システムの応用展開が可
能になり、それらの結果として大幅な CO2 低減が期待できる。
図表　キャパシタとリチウムイオン電池の蓄電性能の比較と自動車における理想的蓄電システムの
方向性
科学技術動向研究センターにて作成
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CO2低減を加速する
自動車用大エネルギー容量キャパシタの研究開発動向
　自動車・産業機械・再生可能エ
ネルギーシステムなどにおけるエ
ネルギーの有効利用の観点で、排
出エネルギーの回生や中小規模の
廃棄電力の回収などを可能とする
蓄電システムを構築するために、
キャパシタの研究開発が注目され
てきた。キャパシタや二次電池な
どの蓄電システム技術は、日本が
誇る環境負荷低減技術の一環とし
て、国際的に優位なポテンシャル
を確保してきた。特に、小エネル
ギー容量のキャパシタは電子機器
などのバックアップ電源として普
及が進んでいるが、今後の CO2
低減や省エネルギーを推進する上
でこれらの蓄電システムを採用す
る機器が拡大しつつある。さらに
高出力でかつ大エネルギー容量を
保持する蓄電システムへの社会的
要求は、ますます強くなってきて
いる1、2）。
河本　洋
客員研究官
　自動車の分野では、これまで搭
載機器のバックアップ電源にキャ
パシタを採用した例がある。制動
時に廃棄している運動エネルギー
の回生やこのエネルギーを用いた
駆動アシストなどの検討が進めら
れてきている3）。しかし、現在ま
で、本格的にキャパシタの蓄電シ
ステム技術が導入されてきたとは
いえない。
　電気化学的酸化還元反応のメカ
ニズムを用いているリチウムイオ
ン電池（Lithium Ion Battery：LIB）
やニッケル水素電池などの二次電
池と比較して、キャパシタには、
高出力密度で、充電に要する時間
が極めて短いこと、瞬時に放電が
できること、これらによる大きな
負荷変動への高い応答性、充放電
繰返し寿命が長いこと、安全性・
信頼性が高いことなどの長所があ
る。それらの反面、キャパシタに
は二次電池に比べてエネルギー密
度が低いという大きな欠点があ
る。長所である特性を維持したま
ま、エネルギー密度が LIB と同
等以上で、コンパクトで低コスト
のキャパシタが実現できれば、自
動車における制動エネルギーの回
生や駆動主電源へ適用され、他に
も様々な産業機械分野までの広範
囲な蓄電システムへの応用展開が
可能になる。それらの結果として
大幅な CO2 低減が期待できる。
　本稿では、自動車における大エ
ネルギー容量キャパシタの必要性
や研究開発の現状、そのキャパシ
タを実現するための材料技術の方
向性などについて述べる。特に、
大エネルギー容量キャパシタを研
究開発する上での課題を抽出し、
今後進展しそうな研究開発例を紹
介する。
1 はじめに
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図表 1　EDLC を駆動電源とする自動車の普及拡大による CO2 削減効果に関する試算
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2-1
キャパシタを駆動電源とする
自動車の普及拡大による
CO2 低減効果
　環境政策の後押しもあり、ハイ
ブリッド自動車（HV）・プラグイ
ンハイブリッド自動車（PHV）・
電気自動車（EV）が今後急速に
普及しつつある。環境政策をいっ
そう推進して行く上で、搭載され
る蓄電システムの性能向上が鍵を
握っている。現在、自動車に搭載
する二次電池は LIB が主流であ
る。一方、短時間に充電できる特
性を生かしたエネルギー回生、駆
動・停止を頻繁に繰返す用途、瞬
時に高出力が要求される補助的電
源用途などにはキャパシタが適し
ている。一般に、キャパシタは
電気二重層キャパシタ（Electric 
Double Layer Capacitor：EDLC）
を指す場合が多い。
　自動車においては、高出力で大
エネルギー容量を保持する蓄電シ
ステムを駆動主・補助電源に用い
ることにより大幅な CO2 低減が
可能となる。HV などの普及が急
速に進み、国内の自動車による
CO2 排出量は減少傾向にはある
が、今後さらに HV・PHV・EV
などの導入促進をはかることで大
幅な CO2 排出量の削減が可能と
考えられる。環境省の「低炭素社
会づくり行動計画」や経済産業省
の「次世代自動車戦略 2010」に
おいては、2030 年までに国内新
車販売台数に占める HV・PHV・
EV などの二次電池搭載車の合計
新車販売台数を 50～70％とする
意欲的目標が設定されている4、5）。
　図 表 1 に、EDLC を 駆 動 電 源
とする自動車の普及拡大による
CO2 削減効果を単純化して試算
した。化石燃料エンジン駆動自動
車と比較して、CO2 排出量が約
1/4（CO2 排出量約 50 g/km）に
なる EV などが普及すると、自動
車による総 CO2 排出量を大幅に
削減できる。もし、日本の全自動
車保有台数（2009 年度で約 7,400
万台）6） の 50% を EV（LIB 駆動
主電源）にした場合、運輸部門
の CO2 全排出量（2009 年度で約
2.3 億 t）7）のほとんどが自動車に
よるものとすると、CO2 全排出
量の約 37%（約 0.86 億 t）を削減
できる8）。また、EV 駆動主電源
を、走行エネルギーの約 50% に
もなる制動エネルギー回生がで
きる EDLC とすることが可能と
仮定した場合は、CO2 全排出量
の約 44%（約 1.01 億 t）を削減で
きる。全自動車保有台数の 50%
を HV 化（化石燃料エンジンと
EDLC による HV）して EDLC を
駆動補助電源にすると仮定した場
合でも、走行エネルギーの約 50%
を回収してこれを駆動に再利用す
ることにより、CO2 全排出量の約
25%（0.58 億 t）を削減可能と試算で
きる。このように、EDLC を自動
車の駆動主電源や補助電源に効果
的に応用すると、CO2 全排出量を
大幅に削減できると試算できる。
　制動エネルギーの回生は、駆動
2 大エネルギー容量キャパシタ利用の戦略性
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電動機の機能を発電機に切り換え
て、エネルギー変換で生じる機械
的・電気的損失などを除いた運動
エネルギーを電気エネルギーに変
換して蓄電するという過程を経
る。理論的には制動エネルギーの
回生を走行エネルギーの 50% 以
上とすることが可能といわれてい
る9、10）。当面は、駆動補助電源用
途の方向性として、EDLC の優
れた特徴をそのまま残してエネル
ギー回生システムに適用して自
動車の CO2 削減効果を増大させ、
さらに将来的には、現在の LIB
では実現できない瞬間的な大電力
が要求される用途、頻繁な充放電
を繰返す用途などでも蓄電できる
という EDLC の強みを伸ばして
いくという戦略が望ましい。
2-2
自動車の駆動電源としての
キャパシタの選択肢
　図表 2 に、EDLC と LIB の蓄電
性能の比較3、11、12）と、自動車に
おける理想的蓄電システムの方
向性をまとめて示す。この図は、
EDLC と LIB のそれぞれの優れ
た特性を 100% として単純化し
て、例えば EDLC の出力密度と
LIB のエネルギー密度をそれぞれ
100% というようにして、蓄電性
能を 4 段階評価したものである。
EDLC は、優れた特性を有する二
次電池である LIB に比べ、高出力
密度・短満充電時間・長充放電繰
返し寿命の点では大幅に優れてい
る。さらに、LIB にはない特長と
して、電極における反応熱が少な
いことなどによる高エネルギー効
率（充放電効率 90% 以上）や、高
い安全性を有しており、構成材料
に重金属やハロゲン化合物などを
使用していないため低環境負荷で
もある。電極に炭素系材料を使用
している場合は、構成材料の資源
供給に心配がなくなる。しかし、
EDLC には LIB に比べてエネル
ギー密度が低いという大きな欠点
があり、エネルギー密度の向上が
研究開発上の大きな課題である。
　HV・PHV・EV などの駆動主電
源として EDLC を考えた場合、出
力密度や充放電繰返し寿命などの
点では申し分ないが、LIB などの
二次電池に比べてエネルギー密度
が小さいため、航続距離が長い場
科学技術動向研究センターにて作成
図表 2　EDLC と LIB の蓄電性能の比較と自動車における理想的蓄電システムの方向性
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図表 3　各種蓄電システムの出力密度とエネルギー密度の関係と
　　　  大エネルギー容量キャパシタとして目指すべき中期目標
科学技術動向研究センターにて作成
ピングした黒鉛を用いたハイブ
リッドキャパシタであるリチウム
イオンキャパシタ（Lithium Ion 
Capacitor：LIC）は、今後の大エ
ネルギー容量キャパシタの有力
候補となっている1、3、11、13）。なお、
レドックスキャバシタや LIC な
どを総評して電気化学キャパシタ
と呼ぶこともある。ただし、これ
らの研究開発途上にあるキャパシ
タのエネルギー密度は、LIB のそ
れに比べると約一桁低い。
　図表 3 には、大エネルギー容量
キャパシタとして目指すべき出力
密度とエネルギー密度の中期目標
領域も示した。中期的には、エネ
ルギー密度として現状の LIB レ
ベルに到達することを目標とす
べきである。そのためには、電
極・電解質材料を軸とした研究開
発に注力すべきであろう。電極
における電気化学反応を利用する
二次電池では、現状の実力を遙
かに超えるエネルギー密度であ
る 500 Wh/kg 以上を目標とする
研究開発が（独）新エネルギー・産
業技術総合開発機構（NEDO）の
長期ロードマップに設定されてい
る。しかし、キャパシタとして
LIB にはない優れた特性による競
合は頻繁に充電を繰返さなければ
いけない。キャパシタの高出力密
度を活かして既に実用されてい
る、キャパシタ搭載のアイドリン
グストップバスの例では、頻繁な
エンジン始動繰返し時に必要な大
電流をキャパシタで供給すると
いう使い方がされている3、13）。し
たがって、二次電池で走行する
HV・PHV・EV においてもキャ
パシタを併用すると、発進時のエ
ネルギー供給用の二次電池の搭載
容量を少なくでき、制動時の廃棄
エネルギーを瞬時に効率良く電力
として回収できると考えられる。
この回収エネルギーを電気エネル
ギーに変換して瞬時にキャパシタ
に蓄電して駆動時に再利用するこ
とにより、CO2 排出量のさらなる
削減が可能となる。このように自
動車用途では、キャパシタはまず
は補助電源としての拡大が望め、
当面は二次電池と併用することで
高出力特性を活かしたキャパシタ
の適用が推進されると考えられ
る。さらに将来、キャパシタのエ
ネルギー密度が LIB 並み以上に
高くなれば、この大エネルギー容
量キャパシタは、自動車の駆動主
電源として能力を備えることにな
り、LIB を代替するポテンシャル
が生まれ得る。
2-3
大エネルギー容量キャパシタ
としての目標特性
　図表 3 に各種蓄電システムの重
量当たりの出力密度とエネルギー
密度の関係を示す3、8、9、13～15）。蓄
電システムには、電気エネルギー
貯蔵・放出の際に電極における電
気化学反応を伴う LIB のような
二次電池と、物理的なイオンの吸
脱着から電気エネルギーを主とし
て得るキャパシタがある。EDLC
は数 V（ボルト）で作動し、この
低電圧で多量の電荷蓄積が可能で
あることや、頻繁に充放電が繰返
される用途に適しているという特
性を生かして、超小型から小型ま
での EDLC が低作動電圧の電子
回路に数多く使用されてきた。そ
れらの例としては、AV・モバイ
ル機器のメモリーバックアップ電
源、太陽電池搭載腕時計などの駆
動電源、ガス安全弁の緊急時の駆
動電源などのシステムがある。こ
れらの EDLC は世界に先駆けて
1970 年代に日本で実用化・量産
されたという歴史がある。
　これまでに開発された、比較的
エネルギー密度の高いキャパシタ
としては、正極・負極の一方また
は両方において酸化還元反応（レ
ドックス反応）あるいはインター
カレーション反応（電極材料の
結晶構造間にイオンが入り込む
現象）を利用するレドックスキャ
バシタ、正極か負極のどちらか一
方に二次電池の電極での電荷移動
反応を利用したハイブリッドキャ
パシタ、高電圧化のために電解質
材料としてイオン性液体を用いた
イオン性液体キャパシタなどがあ
る。例えば、正極に活性炭を、負
極にリチウムイオンをプレドー
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図表 4　EDLC とコンデンサの基本的蓄電メカニズム
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争力を考慮して、現状の LIB レ
ベルのエネルギー密度に追い付く
ことが、まずは研究開発の第一ス
テップと考えられる。
　自動車以外のキャパシタの適用
分野には、瞬時に大電流を放出し
て短時間に使用可能な状態にする
待機電力が不要なレーザープリン
タ・コピー機、工業製品の製造工
場での大規模な非常用電源、瞬時
に大電流を発生させる無停電電源
などがある。これらのシステムに
おけるキャパシタ特性に関する
当面の市場の要求は、現状の LIB
の特性と比較して、出力密度は
約 3～10 倍と高いが、エネルギー
密度は約 1/10 と低いものとなっ
ている16）。これは図表 3 に提案し
るコンデンサでは、一般的に誘電
体（スズ・アルミニウム・タンタ
ルなどの酸化物）を二枚の電極間
に挟んだ構成の電極領域に電荷が
蓄積される。一方、EDLC の場合
は、基本的には同じように、充電
により正極には正電荷（ホール）
が、負極には負電荷（電子）が蓄
積され、それぞれの電荷と反対符
　図表 4 に EDLC の基本的蓄電
メカニズムを、コンデンサのメカ
ニズムと比較して示す（注 1～3
を参照）。EDLC のセルは、一般
的に、大きな比表面積を有する活
性炭などの正極および負極の一対
の電極と電解質（電解液）、さら
には、セパレータと集電体から構
成される。キャパシタと同義であ
号のイオンが対抗した電解質中の
電極表面近傍に互いに引き合うよ
うに集まる。それぞれのイオン
は各電極に対して反対の電極と
同等の働きをすることになり、正
極・負極と電解液の界面領域に
電荷およびイオンから構成される
電気二重層がそれぞれ形成され
る。EDLC でも、イオンと電荷が
た中期目標に程遠い特性レベルで
あるが、用途はそれなりに存在す
る。ただし、これらの用途におい
ても、さらにエネルギー容量を増
大したキャパシタを利用すること
によって、それらシステムの電源
駆動時間を長くすることができる
ようになるなどの利点があること
はいうまでもない。
注1　日本では通常、コンデンサは電気回路部品として使用されるものを指している。日本以外では、キャパシタと
コンデンサはいずれもキャパシタと呼ばれており、最近の高機能のキャパシタをスーパーキャパシタともいう。
注2　ファラッド Fは蓄電容量の単位であり、1Fは「1s（秒）間に 1A（アンペア）の電流によって運ばれる電
気量を充電したときに 1Vの直流電圧が生ずる二つの導体間の静電容量」と定義される。静電容量 Cは、
電極間の誘電体の誘電率ε、電極の表面積 S、電極間の距離 dを用いて C＝εS/dで求められる。
注3　コンデンサにおいて、電極間に絶縁体を挿入した電界中では電気分極が起こり、正負の電荷が電極に蓄積
される。電気分極が起こる現象を誘電現象と呼び、この現象を起こす物質を誘電体（絶縁体を誘電現象に
注目した場合）という。コンデンサの代表例として、アルミニウム電解コンデンサ（アルミニウムの酸化
被膜に電解液含浸シートを巻き付けるセル構造）があるが、コンデンサの中では最大となるアルミニウム
電解コンデンサのエネルギー密度でも、EDLCに比べると、約 1/100と極めて低い（図表 3参照）17）。
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電極材料の大静電容量化と
セルの高作動電圧化
　キャパシタの高エネルギー密度
化への主なアプローチについて、体
系的に図表 5 に示す。高エネル
ギー密度化へのアプローチは電極
材料の大静電容量化とセルの高作
動電圧化に大別される 3、11～13、18、19）。
電極材料の大静電容量化のアプ
ローチとしては、ナノスケールで
構造を制御した炭素系材料・金
属酸化物・導電性高分子などで
活性炭を置き換え、電荷移動に伴
う容量を増大する試みが行われて
いる。これは、炭素系材料の表面
にできる電気二重層の電気容量に
上限があるため、電極材料の重量
当りの静電容量を増やすために吸
着イオンに見合った細孔をさらに
増やしても、その材料の体積当り
の静電容量が必ずしも増えないか
らである。電極材料としては無機
物系材料，高分子系材料などの
様々なものが知られているが、ル
テニウム酸化物によるものでは
1000 F/g を超えるキャパシタン
ス容量が報告されている。充放電
繰返しの安定性を高めて電極にお
ける電荷やイオンに対する利用率
を向上させるために、多孔質や層
状の材料構造を導入することによ
り、電極材料を三次元的に利用し
て表面積（S）を増やした酸化物
系電極材料の研究例がある11、12）。
　キャパシタに蓄積されるエネル
ギー（E）は作動電圧（V）の 2
乗に比例して増大するため、大エ
ネルギー容量化には高作動電圧化
の効果が大きい。セルの高作動電
圧化へのアプローチは電解質材料
の高耐電圧化と電極構成のハイブ
リッド化に分かれる。セルの高作
動電圧化のアプローチとして、電
位窓（電解液の酸化還元反応が起
こらない電位範囲）が広いイオン
性液体などの電解質材料を用いる
ことで電解液の分解に対する電圧
を高める方法が知られている。電
解液は水系電解液と非水系電解液
とに分けられるが、非水系電解液
の電位窓（約 2.5 V）は水系電解
液の電位窓（約 0.8 V）に比べて
広いため、現在のところ主とし
て、溶媒にプロピレンカーボネー
ト、支持電解質にアンモニウム塩
などを用いた非水系電解液が用い
られている3、11、12）。
　現時点で、大エネルギー容量
キャパシタの開発において最も有
効と考えられるアプローチは、二
次電池の電極を正極か負極のどち
らか一方に用いるという、キャパ
シタと二次電池とのハイブリッド
構造によるセルの高作動電圧化で
ある。二次電池の負極とキャパシ
タの正極から構成されるセルによ
る LIC（図表 6 参照）において、
LIB のエネルギー密度に迫る大容
量キャパシタを構成できたという
試作例がある20、21）。当面は、この
セル構成での LIC や、LIC と LIB
の優れた特性を組合せたこれらの
複合セル（図表 7 参照）によっ
て、大エネルギー容量化を達成す
る研究開発が進むと考えられる。
互いに隔てられたナノスケールの
距離の領域が誘電体に相当し、そ
の静電容量は電極の表面積 S に
比例して電極間（電荷とイオン）
の距離 d に反比例する。ただし、
EDLC では、コンデンサに比べて、
より大きい静電容量を電気二重層
により実現することができる。
　電気二重層に蓄積される静電容
量もコンデンサと同じように、キャ
パシタンス C（単位はファラッド
F）で表される。蓄積エネルギー
E は C と作動電圧 V により
E = 0.5CV2
で表される。ここで、C は電極間
の誘電体の誘電率εを用いて
C = εS/d
で表わされる。単位重量または体
積当たりの高エネルギー密度化に
は大静電容量（大キャパシタンス）
で高作動電圧が必要となる。
　充電ではイオンが電極表面に吸
着し、放電では電極中の電荷を放
出すると同時に電極表面のイオン
が遊離するというように、二次電
池のように電気化学反応（酸化還
元反応による酸化物の分解・生成
の際の電子の放出・獲得）が伴わ
ない。よって、イオンの吸着と
脱離だけで物理的充放電が起こる
ことから高速の充放電が可能であ
る。電極表面に集まったイオンが
わずかに移動するだけでキャパシ
タの充放電が完了するため、短時
間で大電流により充放電すること
から高出力となる。充放電の際に
副反応がほとんど起こらないこと
によって、電極材料や電解液の劣
化が少なく、寿命が長く、安全
性・信頼性にも優れるというキャ
パシタの長所が生まれる。反面、
電解質が電解液の場合は、ある一
定以上の電圧を印加すると電気分
解を起こしてしまうため、現在の
EDLC の場合、定格電圧は 2.5～
3V である3、13）。
4 大エネルギー容量キャパシタ開発の方策と課題
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科学技術動向研究センターにて作成
図表 5　キャパシタの高エネルギー密度化への主なアプローチ
4-2
ハイブリッドキャパシタ
　前述のハイブリッド構造の複
合セルから構成される LIC は、
EDLC と LIB のそれぞれの良点
を取り込んでいる蓄電システムで
ある。図表 6 に、正極に活性炭
を、負極にリチウムイオンをプレ
ドーピングした黒鉛系材料を用い
た LIC セルの例における放電メ
カニズムを示す。LIC では、正極
では電気二重層を形成して物理的
なメカニズムで充放電が行われる
のに対して、負極ではリチウムの
電気化学反応によるメカニズムで
充放電が行われる。すなわち、こ
れは LIB の負極機能と EDLC の
正極機能を組み合わせた蓄電メカ
ニズムになっている。EDLC に比
べて LIC のエネルギー密度が高
いのは、リチウムイオンが負極に
ドープされることによって負極の
静電容量が増加することと、セル
電圧を 2.5～3 V から約 4 V まで
科学技術動向研究センターにて作成
科学技術動向研究センターにて作成
図表 6　LIC セルにおける放電メカニズム
図表 7　LIC と LIB の複合型蓄電セルの模式図
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高めることができるためである。
出力密度や充放電繰返し寿命など
は EDLC と同等である。自己放
電が小さいことから安全性も高
く、高温特性に優れる。負極では
リチウムイオンのインターカレー
ションが起こって充放電中の電位
はリチウムの酸化還元電位付近で
一定になるが、正極では活性炭電
極による電位変化が起こる。放電
時にはリチウムイオンが正極へ、
陰イオンが負極に向かい、充電時
にはこれらとは逆のメカニズムが
起こる3、13）。
　EDLC が有する高出力・長寿
命・高安全性の特徴を生かしなが
ら、エネルギー密度を鉛電池並み
に高めている LIC は HV・PHV・
EV の駆動主電源に使える可能性
がある。電解液にリチウム塩を使
用している LIC は既にコイン型
タイプのキャパシタに実用されて
いるが22）、積層型・捲回型などに
よる大型キャパシタは、リチウム
イオンのプレドーピングの困難さ
などの点からこれまで本格的な実
用に至っていない。LIC の課題と
しては、セル全体の起電力をさら
に高める、電気量に対する電位依
存性が少ない電極材料を用いてセ
ル全体のキャパシタンスを増加さ
せる、電気量に対して電位が平坦
になる電極材料を用いて大エネル
ギー容量化するなどがある。
　ま た、LIC と LIB を セ ル の 内
部で一体化した複合型蓄電システ
ムの開発例もある23）。これは、図
表 7 に示すように、LIC のセルと
LIB のセルを、集電体を介して負
極を共通化することにより、一体
化している蓄電システムである。
急速な充放電を LIC 部が受け持
ち、長時間の充放電を LIB 部が
受け持つことにより、瞬発力と持
続力を両立した蓄電システムが可
能になる。この試作セル（扁平巻
回形 10 Wh 級）では、3 kW/kg の
出力密度でエネルギー密度が LIB
のものに近い 60 Wh/kg という値
が得られている。このように、セ
ル内部で LIC と LIB を一体化す
ることで、LIB の弱点である短時
間での充放電特性を LIC の機能
で改善し、LIC の弱点である長時
間の電力貯蔵を LIB の機能でカ
バーするという複合蓄電システム
のアプローチもキャパシタの大エ
ネルギー容量化の一つの方向性で
あろう。
　将来の高出力でかつ大エネル
ギー容量を有するキャパシタに
は、優れた低高温作動特性、過充
電による損傷許容性、長期充電エ
ネルギー保存性などに関する様々
な課題を凌駕する新たな電極材料
の研究開発が必要で、炭素系材料、
無機化合物系材料、高分子系材料
などが期待されている。一方、電
解質には、さらなる高耐電圧化・
大電気二重層容量化・広使用温度
範囲化などが要求され、可燃性電
解質の特性を超える材料として、
これまでイオン性液体・固体電解
質などが研究開発の途上にある。
以下に、大エネルギー容量キャパ
シタの実現に不可欠なこれらの材
料技術の研究開発動向について述
べる。
5-1
電極材料の研究開発
　電極材料においては、図表 5 で
述べたように、キャパシタの高エ
ネルギー密度化へのアプローチの
内、主に大静電容量化を目的とし
て、ナノスケール構造を制御した
炭素系材料、炭素系材料の静電容
量を凌駕することを狙いとした金
属酸化物系材料、大量の電荷を貯
蔵することができる高分子系材料
などについて研究開発が進められ
ている。
（1）ナノスケール構造を有する炭
素系材料
　電極材料としては、従来から炭
素系材料が注目されてきた。その
理由は、ナノスケールで構造を制
御することにより広い表面積を確
保して大きな静電容量を得るため
である。活性炭を用いる電極で
は、電気二重層の静電容量を大
きくして、重量または体積当りの
キャパシタンスが最大となる細孔
構造が形成される。活性炭の細孔
部は、イオンの吸着部と通り道に
なってイオンの拡散を促進するこ
とにより、イオン伝導性を向上す
る役割を担う。炭素から構成され
る活性炭には、自己放電を少なく
するため、水酸基・カルボニル基
などの酸素含有官能基の最適な量
が存在する。活性炭は黒鉛に比べ
ると電子電導性に劣り、その構成
粒子の界面での抵抗によって充
放電の速度が低下する3、13）。よっ
て、活性炭には電極材料として
の電子電導性の向上が必要であ
り、そのために電子電導性の良い
黒鉛系粒子や、さらには、黒鉛
系粒子とカーボンナノチューブ
（Carbon Nano–Tube：CNT）など
との複合化が検討されている。
　また、キャパシタの電極材料
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として検討されてきた CNT は単
層カーボンナノチューブ（Single 
Wall CNT：SWCNT） が 主 で あ
り、CNT の重量当りの表面積が
広いため、重量当りの電気二重
層容量は大きい（100～200 F/g）。
SWCNT は、イオンが吸着され
やすい表面と高い電子電導性を持
つことから、高速かつ大電流での
充放電に対応できるので、高出力
キャパシタ用電極材料になる。し
かし、バンドル構造と呼ばれる
CNT 凝集体が形成されると、電
気二重層形成に利用できる表面積
が減少し、重量当りの電気二重層
容量が小さくなって電子電導性も
低下する。さらに、CNT には非
晶質の炭素副生成物や CNT を成
長させるための触媒微粒子の混入
などの問題もあり、SWCNT を用
いたキャパシタはまだ研究開発途
上にある。SWCNT 以外に、カー
ボンナノファイバ （ーCarbon Nano–
Fiber：CNF）などについても研
究がおこなわれている。
　米国 Brookhaven 国立研究所の
研究者らは、電荷を吸収する広い
比表面積（2630 m2/g）を有する
グラフェンのナノスケール構造な
どを解明して、鉛電池並みのエネ
ルギー密度と高速充放電の特徴を
併せ持つキャパシタを追究して
いる24）。このグラフェンは曲面を
持った炭素単原子厚さの壁で構成
される孔（空隙径 0.6～5 nm）を
多く有する三次元ネットワーク構
造になっている。孔の寸法構造設
計を可能にするため、グラフェン
の三次元ネットワーク形成過程に
関する計算機シミュレーションを
行い、高分解能電子顕微鏡で孔の
ナノスケール構造が検証されてい
る。図表 8 に示すように、グラ
フェンを層状に配して、これら
に CNT を挟み込む構造の電極を
作成した報告例がある25）。この構
造の電極では、電解液中のイオン
をグラフェン表面に多量に吸着で
き、さらに電解液にイオン液体を
用いて、ニッケル水素電池並の
エネルギー密度を得ることに成
功した。ただし、グラフェンと
SWCNT の複合体ではなく、グ
ラファイトの破片と単層ではない
CNT を液相で分散して混合した
形態でも、同様なエネルギー密度
の向上に繋がる可能性がある。
（2）金属酸化物系材料
　金属酸化物系材料をキャパシタ
の電極材料にすると、炭素系材料
に比べて、大きな静電容量を達成
できるという利点が期待できる。
金属酸化物により蓄積される静電
容量は、活性炭に比較して、約
10 倍にもなる例が報告されてい
る。代表的電極材料である水和酸
化ルテニウム（RuO2･nH2O）は
酸化還元反応により電荷を貯蔵・
放出し、充放電容量の大きなキャ
パシタを構成できる。これまで、
この材料のナノ粒子化・薄膜化や
異種金属・炭素系材料・導電性高
分子材料との複合化が検討されて
きた。いずれも、600～1200 F/g
という高い静電容量密度が報告さ
れている11、12）。ルテニウムはレア
メタルとは見なされていないが、
資源の埋蔵量は多くはなく、かつ
供給不安がある。大量のキャパシ
タを提供するには、安価で資源供
給に不安のない金属酸化物を電極
材料に用いるのが好ましい。マ
ンガン酸化物（MnO2、静電容量
480 F/g）、酸化ニッケル（NiO、
静電容量 300 F/g）などの金属酸
化物系材料も比較的高い静電容量
密度を示すことが報告されている
が、まだルテニウム酸化物を超え
るものは見出されていない。金属
酸化物電極を用いたキャパシタに
は共通して、電気量に対する電圧
の充放電速度による変動や、電極
の耐久性不足などの課題がある。
　金属酸化物と炭素系材料の組み
合わせ技術としては、チタン酸
リチウム（Li4Ti5O12）ナノ結晶粒
子（5～20 nm）を高分散させて
ナノカーボン（CNF、CNT）と
複合化した負極を用いて、EDLC
のエネルギー密度の約 3 倍に高
めた LIC の報告例がある。図表
9 は Li4Ti5O12 ナノ結晶粒子分散
ナノカーボン負極と活性炭正極か
ら構成される LIC の特性と、そ
の負極材料の高分解能透過電子顕
微鏡像である26）。ナノカーボンで
負極における電子電導度を向上さ
せて、Li4Ti5O12 ナノ結晶粒子分
散負極を用いることで静電容量を
増大させ、負極電位が約 1.6 V で
かつ平坦であることより高エネル
ギー密度化が可能となっている。
Li4Ti5O12 を採用すると負極への
リチウムイオンのプレドーピング
が不要であり、また電解液分解の
ない電位領域で作動することによ
り LIC の安全性も確保される。
（3）高分子系材料
　高分子系材料をキャパシタの電
極材料にすると、広い電位範囲で
の可逆的な酸化還元により大量の
参考文献25）の掲載図表を科学技術動向研究センターにて再構成
図表 8　イオンの多量な吸着を狙いとしたグラフェン層間に CNT を配した電極
の模式図
25
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参考文献26）の掲載図表を科学技術動向研究センターにて再構成
図表 9　Li4Ti5O12 ナノ結晶粒子分散ナノカーボン負極と活性炭正極から構成される LIC の特性と
その負極材料の高分解能透過電子顕微鏡像
電荷を貯蔵・放出することによっ
て、大きな静電容量が達成される
という期待ができる。水素イオン
を溶媒中で駆動するポリアニリ
ン・ジアミノアントラキノン・サ
イクリックインドールトリマーな
どや、非水系電解液で駆動するポ
リフルオロフェニルチオフェン・
ポリメチルチオフェンなどがあ
る。これらの高分子系電極材料を
用いると、活性炭電極の数倍とな
る 200～300 F/g の静電容量密度
が得られる11）。しかし、金属酸化
物系材料と比べると、これらの静
電容量は相当に低い。さらに、充
放電繰返しに連れて、過酸化や加
水分解による劣化、静電容量密度
の低下が課題となっている。
　組み合わせの例としては、正極
にポリピロール・ポリチオフェ
ン・ポリアニリンといった導電
性高分子膜を採用して、負極に
はリチウムイオンをプレドーピン
グした炭素系材料、電解液は既
存の EDLC と同様な 4 フッ化ホ
ウ素イオン（BF4−）を含む有機
溶媒で構成される LIC の試作例
がある。この LIC では、現状の
LIB のエネルギー密度に迫る 60
～80 kWh/kg が 得 ら れ、7 kW/
kg の高出力密度が達成されてい
る20、21）。図表 10 に導電性高分子
膜を用いた正極における負イオン
の吸着メカニズムを充電時につい
て模式的に示す。セルの静電容量
は正極と負極のそれぞれの静電容
量の逆数の和の逆数で表されるか
ら ､ それぞれの静電容量を高めれ
ばエネルギー密度も高まる。この
LIC では、リチウムイオンのプレ
ドーピングで負極の静電容量を高
めていることに加えて、電導性高
分子を採用することで正極の静電
容量も高めている。正極として、
集電体のアルミニウム箔（厚さ約
30μm）の表面にち密な導電性高
分子膜（膜厚約 50μm、高分子
直径約 0.5 nm）が電解重合法に
より形成されている。膜の内部に
まで三次元的に BF4−イオンが多
量に入り込んで吸着されているた
め ､ 高い静電容量が得られる。導
電性高分子を電極に用いても、電
極での電子電導抵抗を小さくで
き、かつ急速充放電や長期間の充
放電繰返しによる劣化を小さく
できるのであれば、このタイプの
LIC は自動車駆動用電源としての
可能性を有しているといえる。
5-2
電解質材料の研究開発
　電解質材料においては、図表 5
で示したように、キャパシタの高
エネルギー密度化の内、高速充放
電を保持しながら、主にセルの高作
動電圧化のための高耐電圧を目的
として研究開発が進められている。
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参考文献20）の掲載図表を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 10　導電性高分子膜を用いた正極における負イオンの吸着メカニズム（充電時）
（1）イオン性液体電解質材料
　イオン性液体は陰イオンと陽イ
オンがイオン結合状態で存在する
液体塩で、溶媒を含んでいないの
に液体の性状をもつ。これらに
は、有機物系と無機物系のものが
あり、難燃性・不揮発性・高イオ
ン伝導性（10−3～10−4 s/cm）な
どの特徴がある。イオン性液体を
用いた EDLC では、電解液漏れ
による発火防止ができ、安全性が
高い。代表的な有機化合物塩で
あるイオン性液体には、陽イオン
成分としてのイミダゾリウム塩
系・ピリジニウム塩系・脂肪族
四級アンモニウム塩系材料など
がある。また、陰イオン成分とし
ては BF4−や 6 フッ化リンイオン
（PF6−）などの無機イオン系材料
やフッ素含有有機陰イオン系材料
（CF3SO3−や (CF3SO2)2N−など）が
知られている。常温イオン液体は
結晶化しにくい構造を持ってお
り、安定化エネルギーが小さいた
め、常温でも液体のままで存在す
る。イオン性液体は広い電位窓
（約 6.0 V）を有し、電気化学的に
安定であり、これを EDLC に用
いることで作動電圧範囲を広げる
ことができる。イオン性液体を電
解質に用いて、セルの作動電圧を
3.0 V へ広げ、さらに内部抵抗を低
く抑えることに成功している3、17）。
　イオン性液体の欠点としては、
融点が通常の塩よりは低いものの
常温でも有機溶媒電解液より粘度
が高く、高速充放電に不利なこ
と、さらに、低温下ではイオン伝
導度が低くて還元反応による変質
を受けやすいことなどが挙げられ
る。また、イオン液体は結晶化し
にくいため、嵩密度の高い塩にな
り易い。イオンの解離度を確保す
るにはある程度の大きさのイオン
径が良いが、大きすぎると電極の
細孔内に浸透して電気二重層を形
成することができない。よって、
イオン液体のイオンサイズに適合
する細孔を持つ電極との組み合わ
せが必要となる。現在のところ、
イオン液体に有機溶媒を加えた有
機溶媒電解液が用いられている。
しかし、可燃性の溶媒を使うと、
イオン液体本来の不燃性が損なわ
れる。溶媒などの添加を必要とせ
ず、高速の充放電が可能になる材
料が必要である3、17）。
（2）固体電解質材料
　電解質材料に液体を用いなけれ
ば、液漏れの心配がなく、耐久
性・安全性の高い蓄電システムと
することができる。しかし、キャ
パシタとしては、高イオン伝導性
を確保して、急速な充放電を維持
しなければいけない。このような
観点から、固体系電解質材料と
して、高分子材料、電解質塩およ
び可塑剤としての溶媒の組成から
なるゲル系材料がある。LIB 用に
は、ポリエチレンオキサイド系高
分子に電解質塩を混合させた高分
子系固体電解質、最近では、ジス
ルホン酸エステル系の高分子ゲル
材料が研究されており、これらを
キャパシタにも用いることが検討
されている。ゲル系電解質の強度
を適度に確保できると、この電解
質は電極間のセパレータとしての
役割も兼ねることもできる。その
結果、電解質領域を薄くして多数
のセルによる直列構造にすること
により、高電圧でもコンパクトな
大規模キャパシタが構成できる。
その他にも、無機物系材料の固体
電解質にはリチウムイオンが高速
に移動するものもある8）。しかし、
キャパシタでは、陰イオンおよび陽
イオンの両方を電解質中で移動さ
せる必要があり、無機物系固体電解
質には本質的ハードルがある11、27）。
5-3
メカニズム解明の研究
　長期的に見ると、LIC の高エネ
ルギー密度化には、研究開発途上
にある、飛躍的な高出力・大エネ
ルギー容量の LIB に関わる電極
および電解質材料技術の導入が
効果的と考えられる。電極材料
では、高電位で大静電容量を有す
る正極材料としては層状酸化物系
材料・フッ化オリビン系材料・ケ
イ酸塩系材料・硫黄系材料など
が、また、低電位で大静電容量の
負極材料としては硫化物系材料・
シリコン系材料・リチウム金属系
材料などが注目されている8）。こ
れらの電極材料では、イオンが電
極材料の内部に入り込むインター
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カレーション反応を解析し、それ
を参考にナノスケールでの構造制
御を電極材料で行うことが有効で
あろう ｡ 一方、電解質には、イオ
ンを多量に含有して高速に伝導で
き、イオンの解離度が低下する濃
度ができるだけ高濃度側にあるも
のが求められる。また、電解質を
溶解する溶媒にはイオンを解離さ
せやすい性質や，電気化学的に酸
化還元を受けにくい性質などが必
要とされる。
　キャパシタのエネルギー密度を
LIB 並みにするには、セル構成材
料の構造解析や、組成分析に基づ
く電気化学的解析・評価などによ
る電荷蓄積メカニズムのさらなる
解明が近道と考えられる8）。この
ようなキャパシタの構成材料に関
するプロジェクトを大学などで推
進し、それらの成果を民間での研
究開発にも継続展開することが有
効と考えられる。
6-1
米国・中国・韓国における
キャパシタの研究開発と
事業化の状況
　米国では、エネルギー省の 4 つ
の国立研究所と 13 の企業が共同
で、1992 年 か ら「Ultracapacitor 
プログラム」を積極的に進めてい
た。目標未達のままにこのプログ
ラムは 1998 年で終了された。そ
の後、キャパシタ技術に関しては
連邦政府などからの大型予算は組
まれていないが、規模の小さい研
究開発はエネルギー省の支援によ
り実施されている。しかし、大学
や国立研究機関の研究者らによる
キャパシタの電極材料などに関す
る論文は増加している。企業では、
さらに大エネルギー容量のキャパ
シタが注目を浴びるようになって
きている。自動車用以外にも、医
療用途などの高い信頼性が要求さ
れる、小型高出力電源を補完する
補助電源などに重要な技術として
関心が高い。電極にマンガン酸リ
チウム（LiMn2O4）を用いた LIC
が量産されている22、28）。
　中国では、キャパシタ（100 kWh
程度）を搭載したバスが、上海の
公共交通路線網に 2006 年から導
入されている。充電ポイントは各
バス停に配備されており、乗客の
乗降所要時間内の充電だけでバス
の走行ができるようになっている
（約 4 km 走行 /1 回の充電、充電
時間約 30 秒）。2010 年の上海万
博では会場内走行用にキャパシ
タ搭載バスが採用された実績もあ
る。これらはキャパシタ利用の大
規模な実証試験ともいえる。これ
らのキャパシタは中国企業で製造
されたものであるが、車両用キャ
パシタを生産する米国企業など
から技術が導入された28、29）。太陽
光発電における出力変動をキャパ
シタで吸収する目的で、100 kWh
級の EDLC を設置した日本と中国
の共同プロジェクトの例がある30）。
　韓国では、政府の後押しのも
とで主に産業界が蓄電システム
の研究開発の中心を担っている。
2004 年 か ら 2009 年 ま で の 国 家
プロジェクトにおいて、高容量
型 LIB と共に EDLC の開発が行
われてきた ｡ また、「低炭素緑色
成長基本法」が施行され、韓国
版「グリーンニューディール」政
策が 2009 年に発動され、さらに
2008 年末に「科学技術基本計画
（577 イニシアティブ）」が策定さ
れて ､ 重点領域「グローバルイ
シュー関連研究開発推進 ｣ の重点
育成技術の一つとして「次世代電
池 ･ エネルギー保存転換技術」が
指定されている31）。このような中
で、2005 年から 5 年間の期間で、
年間約 4 億円規模の HV 用大エネ
ルギー容量キャパシタの研究開発
プロジェクトが産官学研究機関に
よって推進された。政府の補助や
ベンチャーキャピタルの支援も受
けやすい体制が整っている。韓国
でも、すでに大容量の LIC を生
産している企業がある22、28）。こ
のように見ると、米国・韓国など
では 2000 年代の研究開発が一段
落着いたところと考えることがで
きる。
6-2
日本におけるキャパシタの
事業化と研究開発の状況
　1978 年に初めて日本企業によ
りコイン型の EDLC が商品化さ
れて以来、日本の産業界は市場を
リードしてきた。現在は、日本・
米国・韓国・台湾の企業で、世界
の EDLC 生産高の約 70％を占め
る。東日本大震災後は、EDLC を
用いた災害用の LED ランプなど
の需要が高まり、韓国・中国か
ら日本への EDLC 製品の輸入が
急増している。近年では、超小型
EDLC の高機能モバイル機器への
採用も拡大している。一方、複合
型の LIC は日本を中心に 2009 年
頃から実用化され、種々の容量の
キャパシタがモバイル機器・家電
機器・搬送ロボットなどに採用さ
れている。ここの数年は、EDLC
も LIC も供給が不足している状
況にあり、各企業とも増産してい
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る。一方、これまではユーザーで
あった企業が自ら生産を開始する
ことも発表されている。また、従
来からのコンデンサメーカー以外
の企業が相次いで参入している22）。
　キャパシタをエネルギーシステ
ム用途に用いる最初の取り組みと
して、1997 年～2000 年に実施さ
れた「負荷平準化新手法実証調
査」というプロジェクトでは、太
陽光発電出力平準化用の蓄電シス
テムの研究開発が行われた。2000
年以降は、「エネルギー使用合理
化技術戦略的開発」などの枠組み
の中で、主として HV への適用を
目指した開発が継続的に行われ、
乗用車やバスの HV 向けの蓄電シ
ステムが試作された1）。その後も、
様々な産業技術研究助成事業など
において、キャパシタに関する研
究開発がこれまで継続されてきた。
　「第 4 期科学技術基本計画」に
おけるグリーンイノベーションの
具体的重要課題として、分散型エ
ネルギー供給システムの革新を狙
いに、蓄電池・充電インフラなど
の研究開発を含めて次世代自動車
に用いられる蓄電池などによる電
力制御の開発・普及を目指す、エ
ネルギー利用の高効率化推進が設
定されている32）。経済産業省・産
業構造審議会産業技術分科会でま
とめられた提言の中では、世界に
先駆けて成長と環境調和が両立し
た社会を構築するため、これまで
の技術の延長線上にない技術革新
を起こす「電池革命」によって分
散型電源社会を目指すべきとされ
た33）。キャパシタも、この「電池
革命」の一部を担うものとして推
進されるべきといえよう。
　各種キャパシタのうち、大エネ
ルギー容量化に対しては EDLC
と二次電池のハイブリッド構造の
セルから成る LIC が最も有望な
キャパシタ候補である。しかし、
LIC の特徴を十分発揮し得るもの
はまだ開発されていない。ほとん
どの試作セルのエネルギー密度の
いっそうの向上を図る必要がある。
　使用環境が最も苛酷な自動車の
駆動電源分野でキャパシタを大幅
に普及させることができれば、エ
ネルギー貯蔵・電力平準化・エネ
ルギー回生などでの他分野への波
及効果が大きく、エネルギーの有
効利用と CO2 低減がよりいっそ
う促進されるといえる。東日本大
震災後の電力不足に伴う計画停電
を経験し、多くの電力需要者が
ピーク時間帯の電力削減や非常用
電源の確保に蓄電システムを活用
する必要性を感じている。再生可
能エネルギーシステムにおける出
力変動・需給バランスの調整や、
スマートグリッドの構築への蓄
電システムの応用も拡大しつつあ
り、これらの蓄電システムの選択
肢の一つとしてキャパシタの研究
開発に弾みがつくと考えられる。
　キャパシタを製造している企業
のほとんどはアジアにあり、日本
企業も数多い。小規模ながらキャ
パシタを製造販売する企業が増加
しつつある。今後とも日本企業の
優位性を確保しつつキャパシタの
普及拡大をしていくには、低コス
ト化と高エネルギー密度化および
信頼性向上が不可欠である。
　現状の EDLC や LIC には、シ
ステムコストが二次電池よりも高
いという課題もある34）。ただし、
蓄電容量当たりのキャパシタのシ
ステムコストは、充放電繰返し寿
命も加味して評価すると、二次電
池より大幅に安くなる。電極に使
用される高価なレアメタルを全く
使用しないことも考えていくべき
であり、今後はセル構成材料のコ
ストを大きく削減していく研究開
発も必要である。将来は、省スペー
ス・低重量で低コストとなるキャ
パシタの実現が期待でき、二次電
池の普及と共にキャパシタも飛躍
的に普及する可能性がある。その
結果として、大幅な CO2 低減が
可能となる。
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